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Ⅰ．本論文の主旨と構成 
 
１．本論文の主旨 
 
本論文は、1995年をピークとする対中投資ブーム時に中国へ進出した日本企業の海外子会社に注目し、それら
の進出形態およびマネジメント人材の配置、さらには進出後の生存率に影響を与える要因を実証分析によって明ら
かにすることを試みている。すなわち、対中投資ブーム時に中国へ進出した日本企業が、どのように進出し、どのよ
うに進出後のオペレーションをマネージしてきたのか、そして、事業を継続してきた企業と継続できなかった企業と
の間にどのような差異があるのかを分析している。 
これまで、中国において事業を行うことの難しさや、その原因については多くの先行研究や実務書等によって説
明されてきた。しかしながら一方で、中国における日本企業の生存に影響を与える要因をデータに基づいて客観
的・実証的に分析した先行研究は少なく、さらに長期的な視点から見た戦略パターンやパフォーマンスを分析して
いるものはほとんどない。したがって、中国において事業を継続していく上で重要であるとこれまで指摘されてきた
要因が、客観的に見ても妥当であるのか、もしくは少数の事例を超えて一般的にも適用可能なものであるのかどうか
は、依然として不明である。 
また、本論文が注目した1995年をピークとする対中投資ブーム時の中国は、進出先として非常に不確実性が高
いと予想されるにもかかわらず、多くの日本企業が競うように進出するという特殊な状況にあった。そのような状況に
おいて、企業がどのように意思決定を行ったのか、そしてそれが企業のパフォーマンスにどのような影響を与えたの
かを分析することで、従来の理論を再検討し、新たな視点を提示できる可能性がある。 
本論文では、多国籍企業による海外進出形態の選択、人材の配置、そして進出後の生存率に注目し、それぞれ
について綿密な先行研究レビューを行った上で研究課題を抽出し、中国に進出した日本企業を対象に独自の実証
分析を行うことで、その課題の解決を試みている。より具体的には、まず、対中投資ブーム時の中国において企業が
どのように進出形態を選択したのか、そして進出形態の選択が進出後の生存率にどのように影響したのかという問題
について、取引コスト理論および制度理論の視点から検討している。これまで、企業がどのように海外進出形態を選
択するのかという問題については、取引コストによる説明、もしくは制度環境による説明が代表的であったが、先行
研究の分析結果は必ずしも一致していない。その中で本論文は、対中投資ブーム時の中国という不確実性の高い
環境において、進出形態の選択が取引コストで説明できるのか、制度環境で説明できるのか、そしてその選択が進
出後の事業継続にどのように影響を与えたのかを分析している。 
さらに本論文では、海外子会社における人材配置について、海外派遣社員の活用と現地人材の活用という２つの
選択肢それぞれのメリットおよびデメリットを先行研究に基づいて整理し、中国進出時に日本企業がどのような人材
配置を行ったのか、そして進出後の現地化も含めた海外子会社における人材配置が事業継続の可能性にどのよう
な影響を与えたのかを検討している。とりわけ、海外子会社における人材の現地化については、日本企業が他国の
企業に比べて本国からの社員派遣を重視してきたという背景からか、これまで現地化を積極的に進めるべきだという
主張が優勢であった。その中で本論文は、現地人材を活用することのメリットのみでなく、本国親会社からの海外派
遣社員が有する役割（海外子会社のコントロール／海外子会社への知識移転）の重要性や、現地人材を活用するこ
とのデメリットも合わせて検討し、客観的かつ長期的なデータに基づく分析によって人材現地化と生存率との関係を
検証している。 
本論文は、以上のような分析を通じて、中国進出時の日本企業による海外進出形態の選択、人材の配置、そして
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進出後の生存率がどのような関係にあったのかを明らかにしようとしている。論文提出者はそれによって、従来の理
論や主張を再検討し、新たな知見を付け加えることができると考えている。 
 
２．本論文の構成 
 
 本論文の構成は、以下のとおりである。 
 
第１章  イントロダクション 
１．研究の背景：日本企業の中国進出 
２．本研究の目的 
３．本研究の構成 
 
第２章  先行研究レビュー－企業の海外進出－ 
１．海外進出における所有および立地の優位性 
２．プロダクトサイクル 
３．内部化理論 
４．折衷パラダイム 
５．海外における知識の獲得 
６．受入れ国の視点  
 
第３章  日本企業の海外進出と中国 
１．日本企業の海外進出 
２．進出先としての中国 
 
第４章  分析対象海外子会社の特徴 
１．分析対象 
２．進出形態 
３．マネジメント人材の配置 
４．生存率 
５．事業目的 
６．商社による出資 
７．親会社の海外進出状況 
 
第５章  先行研究レビュー－海外進出形態－ 
１．海外進出形態のタイプ 
２．海外進出形態の決定要因 
３．進出形態と海外子会社のパフォーマンス 
４．本研究における分析の視点 
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第６章  進出形態の決定要因 
１．仮説 
２．研究方法 
３．分析結果 
４．考察 
 
第７章  進出形態の選択と生存率 
１．仮説 
２．研究方法 
３．分析結果 
４．考察 
 
第８章  先行研究レビュー－人材配置－ 
１．海外派遣社員の役割 
２．現地人材の活用 
３．人材配置と海外子会社のパフォーマンス 
４．進出形態と人材配置との関係 
５．本研究における分析の視点 
 
第９章  人材配置の決定要因 
１．仮説 
２．研究方法 
３．分析結果 
４．考察 
 
第１０章  人材配置と生存率 
１．先行研究 
２．仮説 
３．研究方法 
４．分析結果と考察 
５．結論およびインプリケーション 
 
第１１章  まとめ 
１．各章の概要と分析結果 
２．全体の考察 
３．結論とインプリケーション 
４．貢献と課題 
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Ⅱ．本論文の概要 
 
本論文の概要は、以下のとおりである。 
 
第１章では、日本企業の対中投資の変遷を中心に研究の背景を説明した上で、本論文の目的および構成を示し
ている。具体的には、まず1995年をピークとする対中投資ブームにおいて、日本企業は積極的に中国へ進出した
が、1990年代後半には対中投資が大幅に減少し、中国から撤退する日本企業の数も急激に増加したということをデ
ータによって示している。それを受けて、本論文の目的は、1995年をピークとする対中投資ブームに中国へ進出し
た日本企業が、どのように進出し、どのように進出後のオペレーションをマネージしてきたのか、そして、事業を継続
してきた企業と継続できなかった企業との間にどのような差異があるのかを明らかにすることであると述べている。ま
た、これまで中国における日本企業の生存に影響を与える要因をデータに基づいて客観的・実証的に分析した研
究が少ない中で、それらの問題を客観的なデータに基づく実証分析によって明らかにすることを本論文の特徴とし
て挙げている。 
第２章では、第１章で示された研究目的に基づいて、企業の海外進出に関連する先行研究をレビューしている。
そこでは、そもそもなぜ企業が海外に進出するのかという問題について、所有および立地の優位性、プロダクトサイ
クル理論、内部化理論、そして折衷パラダイムといった伝統的な理論の位置づけを整理している。さらに、多国籍企
業を受け入れるホスト国側の視点として、技術移転によって経済が発展するという正の側面と、現地企業の経営を圧
迫し社会的・文化的な摩擦を引き起こすという負の側面を挙げている。それらを合わせて、多国籍企業は進出先の
ホスト国において優遇策に基づく立地優位性を活用し、かつ制限や規制による外国企業の不利益を所有の優位に
よって克服することで、ホスト国市場もしくはグローバル市場において生き残り、競争優位を構築していかなければ
ならないと論じている。 
第３章では、日本企業の海外進出の状況について、そして進出先としての中国について、それぞれ基本的なデ
ータや情報を整理している。そこでは、1990年代の海外直接投資の中心がアジアであったこと、そしてその中でも
中国が最も重要な直接投資先となってきたことを取り上げた上で、中国における対外開放の歴史、直接投資の受け
入れ形態、外国企業にとっての事業環境について詳細に記述している。その上で、ホスト国としての当時の中国に
おいては、積極的な対外開放の一方で、外国企業は外資政策の頻繁な変更や法制度の未整備、文化的な摩擦、さ
まざまな紛争等に直面し、先の読めない不確実な環境で事業を継続しなければならなかったと指摘し、本論文が分
析するデータの背景を説明している。 
第４章は、本論文の分析対象となる中国へ直接投資によって進出した日本企業の海外子会社について、その基
本的なデータの特徴を説明している。具体的には、進出形態の比率、トップマネジメント人材の国籍の比率、従業員
数や本国親会社からの派遣社員数、全体の生存率曲線、事業目的の傾向、商社による出資の有無および比率、親
会社の海外進出状況について記述している。 
第５章は、海外進出形態の選択について、先行研究をレビューしている。そこではまず、輸出等も含めた進出形
態のタイプを親会社によるコントロールの程度という側面から分類し、海外子会社に対するコントロールの必要性と、
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その一方で存在する強いコントロールの問題点を明らかにしている。また、進出形態の決定要因、すなわち企業が
どのようにして進出形態を選択するのかについて、関連する先行研究をレビューし、取引コストに注目する視点およ
び制度環境に注目する視点、そして組織能力／経営資源に注目する視点を中心に、進出形態の決定要因を説明す
る先行研究の考え方を整理している。 
さらに第５章では、海外進出形態と進出後の海外子会社のパフォーマンスとの関係について先行研究の分析結
果を整理した上で、海外進出形態に関して、本研究における２つの分析の視点を提示している。第一の分析の視点
は、中国において高い不確実性、そしておそらく制度環境からの強い圧力に直面した日本企業が、どのように中国
進出の形態を選択したのかというものである。そして第二の視点は、中国へ進出する際にどのように進出形態を選択
した企業が中国において生き残ってきたのかというものである。 
第６章では、第５章の議論に基づき、日本企業の中国進出における進出形態の選択に関して、主に取引コストと制
度環境に注目して仮説を導出した上で、データを用いてそれらを検証している。具体的には、コントロールの程度と
しての出資比率や、進出形態としてのジョイントベンチャーもしくは完全所有子会社の選択に注目し、それらの意思
決定がどのような要因に影響されたのかを探っている。その結果として、日本企業は中国進出において、必ずしも取
引コストアプローチによって説明されるような経済合理的な進出形態の選択を行っていたわけではないということが
示されている。具体的には、取引コストアプローチを支持する分析結果として、日本側親会社の広告集約度がコント
ロールの程度や完全所有子会社の選択に対して正の有意な影響を示した一方で、他の分析結果（ホスト国でのジョ
イントベンチャー経験、ホスト国での完全所有子会社経験、研究開発集約度）は、制度環境の視点を支持するもので
あった。そこから、研究開発集約度が高く高度な技術知識を有する企業や、中国において豊富な経験を有する企業
が、制度環境からの圧力に反応し、外的／内的な正当性を確保するための進出形態を選択する傾向にあったと論じ
ている。 
第７章では、第５章の先行研究レビュー、および第６章の分析結果をふまえて、日本企業の中国進出における進
出形態の選択と進出後の生存率との関係を分析している。具体的には、製造機能を有する海外子会社を対象として
進出形態別の生存率を比較し、その進出形態と生存率の関係が親会社の有する技術知識やブランドネーム、さらに
は中国における親会社の経験によって変化するかどうかを検証している。その中で、過半数出資のジョイントベンチ
ャーが多くの場合、他の進出形態よりも高い生存率を示しているが、とりわけ1990年代後半の中国においては、日
本側親会社が所有によるコントロールを確保することで、より安定的に事業を継続できたとしている。対照的に、折半
出資のジョイントベンチャーは多くの分析結果において最も生存率が低かったが、これについて、同等の所有権を
有する２社もしくはそれ以上の親会社が存在する場合には、利害の不一致からマネジメント上の問題が発生しやす
く、そのような進出形態を選択した企業が中国において事業を継続することが容易ではなかったとしている。これら
の分析結果から、取引コストアプローチが主張するように、たとえば親会社の中国における経験が乏しい場合にジョ
イントベンチャーでの進出が有効であるが、その場合でも、現地パートナーとの間で多くの調整が必要となる折半出
資ではなく、日本側親会社が過半数を出資することで現地パートナーが有する知識やネットワークを利用しながら親
会社の戦略と整合的な事業を進めることができ、結果として海外子会社は高い生存率を達成できてきたと論じてい
る。 
第８章では、海外子会社における人材配置に注目し、本国親会社からの社員派遣と現地人材の活用という２つの
選択肢について、それぞれのメリット／デメリットを整理した上で、人材配置と第５章で議論した進出形態との関係、
そして人材配置と海外子会社のパフォーマンスとの関係について、先行研究をレビューしている。まず海外派遣社
員の役割に関しては、①地理的もしくは文化的に離れた国の海外子会社を直接的（行動や成果の監視）および間接
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的（企業文化や規範の浸透）にコントロールし、②必要な企業固有の知識やスキルを海外子会社へ効率的に移転し、
さらに③国際ビジネスを自ら実際に経験したマネジャーを創り出して知識を蓄積させるために重要であると論じてい
る。その上で、海外子会社において本国親会社からの派遣マネジャーを活用することの問題点（現地人材を活用す
ることのメリット）についても、雇用コスト、現地特有の言語や文化に関する知識、現地従業員とのコミュニケーション
や信頼関係、長期的な雇用の可能性、現地人材のモチベーション等の点から整理している。 
 これらの先行研究レビューに基づき、第８章では海外子会社における人材配置に関して、本論文における２つの
分析の視点を提示している。第一の分析の視点は、日本企業が中国で設立した海外子会社においてトップマネジメ
ント人材や他の人材を配置する際、どのような意思決定を行ったかということである。第二の分析の視点は、1995年
をピークとする対中投資ブーム時に中国へ進出した日本企業について、その海外子会社のトップマネジメント人材
や他の人材の配置に関する意思決定が、中国における事業の継続、すなわち生存に対してどのような影響を与え
たのかということである。 
第９章では、第８章で示された第一の分析の視点について、中国へ直接投資によって進出した日本企業が設立し
た海外子会社にどのように人材を配置したのかを探っている。具体的には、海外子会社のトップマネジメント人材お
よび他の人材に注目し、日本企業による海外子会社の人材配置に関する意思決定がどのような要因に影響された
のかを分析している。その分析結果として、海外子会社トップの人材配置にのみ影響を与える要因、トップ以外の人
材配置にのみ影響を与える要因、そして、それらに異なる影響を与える要因が存在するということを示している。そこ
から、海外子会社に派遣されるトップマネジメント人材と他の人材とに期待される役割は当然ながら異なり、少なくとも
当時の日本企業の中国における海外子会社では、トップマネジメント人材はコントロールの役割、他の人材は技術
知識を移転する役割を期待されていたと論じている。 
第１０章では、第８章の議論および第９章の分析結果に基づいて、日本企業の中国における海外子会社の人材配
置と生存率の関係について、とりわけ人材の現地化に注目して分析を行っている。その結果として、少なくともこれま
での中国においては、単純に現地人材をトップに配置したから、もしくは本国親会社からの海外派遣社員を減らして
従業員の現地化を進めたからといって、海外子会社のパフォーマンスが高まるわけではなかったということが示され
ている。さらに、日本側親会社の所有によるコントロール（出資比率）の程度別に分析を行った結果から、場合によっ
ては人材の現地化が海外子会社の生存率を低下させる可能性もあるとしている。現地化する人材のポジションと日
本側親会社のコントロールの程度を組み合わせて行ったいくつかの分析結果に基づき、①海外子会社において人
材の現地化が常にパフォーマンスを高めるわけではないということ、②トップマネジメント人材の現地化と従業員の
現地化が海外子会社のパフォーマンスに及ぼす影響はそれぞれ異なるということ、さらに③その影響が所有による
コントロールの程度との関係で変化するということを明らかにしている。そこから、どのような場合に現地化をすべき
か、どのような場合には現地化すべきでないのかということについて、いくつかのパターンを示している。 
第１１章では、研究のまとめとして各章の内容および分析結果を振り返った上で、横断的に全体の考察を行い、そ
れに基づいて本研究全体としての結論およびインプリケーション、そして課題を示している。その中で、まず日本企
業はこれまでの海外進出、少なくとも中国進出において、必ずしも取引コストアプローチによって説明されるような経
済合理的な進出形態の選択を行ってきたわけではなかったとしている。それは進出先の制度環境や、企業の内部
制度環境からの圧力に対応し、正当性を確保するためであったが、実際に進出後に事業を継続できていたのは、取
引コストアプローチによって説明されるような経済合理的な進出形態の選択を行っていた海外子会社であったとし、
進出後の事業の継続可能性を高めるためには、取引コストを考慮した経済合理的な進出形態の選択を可能とするよ
う、内部制度環境における変化への抵抗の存在を認識し、それを解消して進出形態を柔軟に選択・変更していくこと
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が必要であると論じている。 
また進出後のマネジメントに関連して、これまで海外派遣社員が有するいくつかの役割が主張されてきたが、海
外子会社においてそれらの役割を担う人材は異なり、またそれによって、海外子会社における人材の現地化が海外
子会社のパフォーマンスに与える影響もトップマネジメント人材とその他の人材とで異なってくると論じている。さらに、
とりわけ中国において重要性が主張されてきた現地化について、必ずしも常に海外子会社の事業の継続可能性を
高めるものではなく、親会社からの海外派遣社員を減らして人材の現地化を進めるべき場合と、海外派遣社員のメリ
ットを生かすべき場合があり、それを間違えると事業の継続可能性が低下してしまうと論じている。 
 
 
Ⅲ．審査結果の要旨 
 
 本論文の審査結果は、以下のとおりである。 
 
１．本論文の長所 
 
本論文には、以下のような長所が認められる。 
 
（１）本論文の理論的貢献のひとつとして、海外進出形態の選択に関する理論を精緻化した点が挙げられる。
これまで企業がどのように海外進出形態を選択するのかという問題については、取引コストによる説明、もし
くは制度環境による説明が代表的であったが、先行研究の分析結果は必ずしも一致していなかった。本論文は、
ホスト国環境の不確実性が高いと予想されるにも関わらず多くの企業が積極的に進出した 1990 年代半ばの対
中投資ブームという時期に注目し、そのような状況における進出形態の選択が取引コストで説明できるのか、
もしくは制度環境で説明できるのか、そしてその選択が進出後の事業継続にどのように影響を与えたのかを分
析している。その結果として、日本企業による海外進出形態の選択は必ずしも取引コストによって説明される
ような経済合理的なものではなく、制度環境からの圧力に対応したものであったが、進出後に事業を継続でき
ていたのは、取引コストによって説明されるような経済合理的な進出形態の選択を行っていた海外子会社であ
ることを示している。 
（２）海外子会社における人材配置について、海外派遣社員の役割が海外子会社トップと他の従業員で異な
るということを実証的に示した点も、本論文の貢献点のひとつであろう。先行研究では、海外派遣社員は主に
海外子会社のコントロールと海外子会社への知識移転という２つの大きな役割を担うとされてきたものの、本
国親会社から派遣される社員はさまざまであり、先行研究では誰がどの役割を担うかということは明確にされ
ていなかった。本論文は、海外子会社のトップおよび他の従業員のそれぞれについて、どのような場合に本国
親会社から社員が派遣されるかを分析し、それぞれ期待される役割が明確に異なるということを示している。 
（３）海外子会社における人材の現地化について、長期的なデータを用いて詳細かつ客観的に分析した点は、
本論文の重要なオリジナリティとして評価できる。海外子会社の現地化については、日本企業が他国の企業に
比べて本国からの社員派遣を重視してきたという背景からか、これまでは当然現地化を積極的に進めるべきだ
という主張がほとんどであった。しかし、それらの主張の多くは現地人材を活用することのメリットにのみ注
目しており、そのデメリット、もしくは海外派遣社員を活用することのメリットについては必ずしも議論され
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ていない。また、それらの主張の多くは、客観的なデータに基づいて、現地化するとパフォーマンスが良くな
るということを実証したものではなかった。本研究では、海外派遣社員および現地人材それぞれのメリット／
デメリットを整理した上で、少なくともこれまでの中国において、人材の現地化が常に海外子会社のパフォー
マンスを高めてきたわけではないということを、客観的なデータによって示している。さらに、どのような場
合にどのポジションの人材を現地化すべきなのかということについて、先の進出形態の選択との関連性を含め
て明らかにしている。この点は、海外子会社のマネジメントに関する議論の発展に大きな影響を及ぼす可能性
があると言える。 
（４）本論文は、日本企業の海外子会社のパフォーマンスを生存率によって測定しているが、その点も本論
文の意義として評価できる。従来の研究では、パフォーマンス尺度として財務業績をあげるものがほとんどで
あった。しかし財務業績は短期的な分析に陥りやすく、また親会社の振替価格政策の影響もあって実態を正確
に反映したものではない。本論文は、より長期的な視点からパフォーマンスの測定を試みており、その中で生
存率を測定しており斬新である。 
（５）本論文は、子会社の生存率に影響を与える要因として、進出形態と人材配置の２つをあげている。従
来の研究は、進出形態もしくは人材配置のいずれか一方からアプローチしたものであった。これは、研究者が
応用経済学・戦略論の視点か、組織行動論や人的資源管理論の視点のいずれかから分析するのみであったこと
が原因としてあげられる。本論文はこれらの統合を試みており、説明力も高いものになっている。 
 
２．本論文の短所 
 
一方、本論文には、以下のような短所が見られる。 
 
（１）第２章の先行研究レビューではいくつかの理論が検討されているものの、海外進出に関する経済学的
な視点からの分析や社会学的新制度論の視点からの検討はなされていない。これらに関しては、本論文の主題
である海外進出形態や人材配置とは直接関係する理論ではないが、海外進出の要因を検討するならばこれらの
学問領域の成果も検討すべきである。 
（２）本論文では、海外子会社の生存率の決定要因として進出形態と人材配置に注目し、それぞれについて
各章で分析を行っている。それら大きな２つの要因から分析したということが本論文の特徴のひとつとなって
いることを考えると、それらの要因をより統合した分析や考察が望ましいと思われる。本論文では、第１０章
において進出形態と人材配置を組み合わせた分析を行い、第１１章の結論部分で各章の分析結果の統合を試み
ているが、論文全体としてより明示的に２つの要因と生存率の関係を分析できれば、さらに意義のある研究に
なると思われる。 
（３）論文提出者自身も課題として記述しているが、本論文は客観的なデータを分析することで、進出形態
の選択において経済合理性が阻害される可能性を指摘している一方で、その経済合理性がどのようなメカニズ
ムで阻害されるのか、そしてその問題をどのように克服すべきかを明らかにしていない。これは二次データを
用いた仮説検証型の実証研究という性格上、ある程度は避けられない問題であるが、いくつかの事例に焦点を
当てて具体的かつ詳細に質的な調査を行うことも必要であろう。それによって、より現実的なインプリケーシ
ョンを示すことが可能になると思われる。 
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（４）進出先としての中国については、とりわけ2000 年の WTO 加盟以降に制度環境が急激に変化してきて
おり、実際、2000 年以降に対中投資は再度急激に増加している。その中で、1990 年代半ばから後半の中国に
注目した本論文の分析結果が今後の対中投資においてどのような意味を持つのかが不明確である。さらに、本
論文は日本企業の進出先として中国のみを分析対象としているため、得られた分析結果が当時の中国における
環境要因によるものだということを厳密に判断できているとは言い難い。このような異なる時点、異なるホス
ト国、異なる制度環境の条件下において、企業による意思決定にどのような変化があるのか、また、その意思
決定が進出後の事業継続にどのような影響を与えるのかという問題については、今後優先的に検討する必要の
ある重要事項であろう。 
 
３．結論 
 
 本論文には、以上のような長所と短所があるが、その長所に比べて、短所はきわめて軽微であり、本論文の
優秀性をいささかも損なうものではない。 
 論文提出者・稲村雄大は、1999年3月に青山学院大学経営学部を卒業後、早稲田大学大学院商学研究科修士
課程、ついで同博士課程に進学し、2005年3月に単位取得退学をした。その後、2005年4月より（独）産業技術
総合研究所ベンチャー開発戦略研究センター研究員となり、2006年4月から東海大学政治経済学部専任講師、
2009年4月から芝浦工業大学大学院工学マネジメント研究科准教授に採用され、現在に至っている。日本企業
のグローバル戦略、経営学概論、技術経営データ分析などの科目を担当し、教育・研究活動に熱心に従事して
いる。 
 論文提出者は、大学院在学中から海外子会社マネジメントの分野を真摯に研究し、学会活動では関係学会に
おいて優れた研究報告を行い、『組織科学』、『日本経営学会誌』などの査読付きの学会誌にも論文を発表して
いる。関係学会では、次代を担う研究者として将来が期待されている。 
 本論文は、論文提出者の長年にわたる、日本企業の海外進出および進出後の海外子会社マネジメントに関す
る理論ベースの実証研究の成果をまとめたものであり、同分野に関する研究に理論面でも実証面でも多大な貢
献をなすものといえる。 
 以上の審査結果に基づき、本論文提出者・稲村雄大は「博士（商学）早稲田大学」の学位を受ける十分な資
格があると認められる。 
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